


＜被害額＞（平成24年3月23日現在）

※県所管分：福島第一原子力発電所から30ｋｍ圏内は、航空写真等により推定した概算被害額を計上。

※市町村所管分：南相馬市の一部及び双葉8町村の概算被害額は含まれていない。

＜被害状況＞（平成27年7月10日現在）

◆死者：3,766人（うち、震災関連死：1,938人※１)

◆行方不明者：3人※２

福島県の被害状況① （地震・津波被害等）

地震・津波による被害状況

平成23年3月11日14:46に三陸沖を震源として発生した「平成23年 東北地方太平洋沖地震」は、
M9.0を記録し、観測史上最大の地震でした。
最大震度７を記録した激しい揺れとともに、広い範囲で大津波が押し寄せました。

津波に襲われる四倉湾 重機を使い捜索活動を行う
警察職員 （相馬市）

浜通り中通り会津地方

5,184

全壊
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半壊

全壊

12,826

半壊

38,395

全壊

24

半壊

162

＜被害状況＞ （平成27年7月10日現在）家屋被害の状況 ＜地域別＞

家屋被害の状況 （浪江町請戸地区）

家屋被害の状況 （福島市伏拝地内）

公共土木施設被害報告額 約3,162億円

農林水産施設被害報告額 約2,453億円

文教施設被害報告額 約 379億円

公共施設被害報告額総額 約5,994億円

全壊 18,034棟

半壊 75,159棟

県道白河羽鳥線 県立岩瀬農業高校（鏡石町）いわき市の海岸 八沢排水機場（相馬市）

【出典】福島県東日本大震災復旧・復興本部県土整備班

※1 震災関連死とは、地震などの直接的な被害によるものではなく、その後の
避難生活での体調悪化や過労など間接的な原因で死亡すること。

※2 実際の行方不明者227人のうち、224人は死亡届を提出済（死者に計上）
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県内29の市町村社会福祉協
議会に生活支援相談員203人
を配置。（平成26年1月末現
在）

高齢者の見守りや応急仮設
住宅等へ避難している住民の
支援を実施。

【参考】県の住宅二重ローン対策
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－被災された方々の住まいの再建・確保を支援－
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住環境の再建

被災者の生活再建

現在、避難者や被災者の居住の安定を図るため、「復興公営住宅」の整備を進めています。
原子力災害に伴う避難者向けの復興公営住宅については、県が主体となり、全体で4,890戸整備する
予定です。

仮設住宅管理状況 16,553戸（このうち入居戸数は11,025戸）

借上住宅支援状況 16,503戸（一般663戸、特例15,840戸）

住 宅 再 建 状 況
19,530件（進捗率63.0％）

区分 整備予定 完成戸数

地震・津波被災者
向け

11市町で計2,811戸を整備予定。 1,660戸

原 発 避 難 者
向 け

県が主体となり、全体で4,890戸整備予定。 601戸

＜復興公営住宅等の整備状況＞

（平成27年6月30日現在）

避難者へのきめ細かな支援

＜被災者の住環境＞

いわき市 １,７６８戸

１,５１３戸

福島第１原発

楢葉町 １４１戸

南相馬市 ９２７戸

３５０戸

鏡石町 ２４戸

新地町 １３３戸

100戸

福島市 ４７５戸

相馬市 ３９８戸

矢吹町 ５２戸

（103戸完成）

県内29の市町村社会福祉協議
会に生活支援相談員203人を配
置。（平成26年1月末現在）

高齢者の見守りや応急仮設住
宅等へ避難している住民の支援を
実施。

避難者向け情報誌提供

県内29の市町村社会福祉協議
会に生活支援相談員203人を配
置。（平成26年1月末現在）

高齢者の見守りや応急仮設住
宅等へ避難している住民の支援を
実施。

高速道路の無料化措置

避難指示区域等からの避難者と自
主避難している母子避難者を対象とし
た高速道路の無料措置が平成28年3
月31日まで延長。

広報誌や地元紙のダイジェスト版を送
付しているほか、福島県の復興に向け
た取組や避難先での交流会等の支援
情報を盛り込んだ「ふくしまの今が
分かる新聞」を
発行し、県内外の
自治体やＮＰＯ等
の協力のもと提供。

（被災者生活再建支援制度における加算支援金申請件数19,530件
/基礎支援金申請件数30,991件）

（ 178戸完成）

は地震・津波被災者向け

は原発避難者向け

H27.3完成H27.3完成

６２戸広野町

５８戸須賀川市

会津
若松市

１３４戸

６１戸本宮市

１２０戸川俣町

二本松市 ３４６戸

大玉村 ６７戸

２１７戸三春町

１６戸
４０戸

白河市

１８戸田村市

※数値は県内の状況のみ

郡山市 ５７０戸
（１6０戸完成）

（398戸完成）

（ ４８戸完成）

（ 839戸 250戸完成）

（71戸完成）

（70戸完成）

（ 32戸完成）

（ 24戸完成）

（ ○16戸完成）

福島市北信団地

※数字は整備予定戸数（概数）
間取り・設備の例

平成27年4月8日、広野町に県立の中高一
貫校として開校し、1期生152人が入学しまし
た。地域から世界へ、そして未来へと広く社
会に貢献する人材の育成を目指します。

県立ふたば未来学園高が開校！

高校入学式の様子

12市町村の将来像に関する有識者検討会桑折町 ２２戸

６４戸
（ 22戸 25戸完成）

２５戸川内村
（ 25戸完成）

平成26年12月に復興大臣が設置した有識者検
討会が計9回にわたって開催されました。避難を
余儀なくされた12市町村の近い将来(2020年)か
ら30年、40年先まで見据えた将来像について、
12市町村や県の意見を踏まえながら、活発な議
論がおこなわれ、最終的に提言がとりまとめら
れ、平成27年7月30日に竹下復興大臣に提出さ
れました。

（平成27年6月30日現在）

県内29の市町村社会福祉協議
会に生活支援相談員203人を配
置。（平成26年1月末現在）

高齢者の見守りや応急仮設住
宅等へ避難している住民の支援を
実施。

避難者の見守り活動等

県内28の市町村社会福祉協議会等に
生活支援相談員274人を配置(H27.7.1現在)。

高齢者の見守りや
孤立の防止に加え、
生活再建や放射線等
を含めた健康に対す
る不安軽減のため、
ﾘｽｸｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝにも
対応。

供与期間を全県一律で1年延長し、平成29年3月末
までの6年間としました。

※避難指示区域以外からの避難者への供与は平成29年
3月末で終了し、その後は新たな支援策に移行します。

応急仮設住宅の供与延長と新たな支援
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市町村除染地域における除染実施状況

福島県内の空間放射線量の推移

環境回復

◆福島県環境放射線モニタリング・メッシュ調査結果に基づく福島県全域の空間線量率マップ

平成23年4月12日～16日

県内の空間放射線量は、平成23年4月時点に比べ、大幅に減少してきています。
また、住宅などの除染が着実に進んできています。

◆放射線量の推移

平成26年5月12日～6月4日

※帰還困難区域で走行サーベイを実施

●

●

●

●

●

●

●

http://fukushima‐radioactivity.jp/

※県内各地の数値は2015年6月1日時点のもの

（単位：μSv/h (マイクロシーベルト/毎時））

福島市 会津若松市 いわき市

震災前の
平常時

0.04
0.04

～0.05
0.05

～0.06

平成23年4月 2.74 0.24 0.66

9月 1.04 0.13 0.18

平成24年3月 0.63 0.10 0.17

9月 0.69 0.10 0.10

平成25年3月 0.46 0.07 0.09

9月 0.33 0.07 0.09

平成27年6月 0.22 0.06 0.07
【データ出典】福島県災害対策本部（暫定値）

福島市

計画数に対する除染進捗状況（平成27年6月末時点） ※農地の除染については10ページを参照

市町村等が除染 ＜汚染状況重点調査地域＞

市町村が除染計画を策定し、除染を進める地
域（39市町村）

国が除染＜除染特別地域＞

国が除染計画を策定し、除染を進める地域
（11市町村）

0 5,000 10,000

計画数

発注数

進捗数

0 250,000 500,000

計画数

発注数

進捗数 263,757(61.1%）

367,882（85.2%）

431,966

8,070（89.5%）

0 5,000 10,000 15,000

計画数

発注数

進捗数

8,550（94.8%）

9,020

5,227（34.2%）

6,896(45.1%)

15,291

住宅(戸） 公共施設等（施設数） 道路（ｋｍ）

H24
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【参考】 住宅除染の進捗数（累計）の推移 （万戸）

住宅などの
除染が着実に
進んでいます！

H25 H26 H27

※計画数については、今後の精査により変更されることがあります。
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判定区分 判定内容
先行検査 本格検査

人数（人） 割合（％） 人数（人） 割合（％）

Ａ判定
Ａ１ 結節や嚢胞なし 154,018

99.2 
50,767

99.1 
Ａ２ 5.0mm以下の結節や20.0mm以下の嚢胞 142,936 70,187

Ｂ判定 5.1mm以上の結節や20.1mm以上の嚢胞 2,278 0.8 1,043 0.9 

Ｃ判定 直ちに二次検査を要するもの 1 0.0 0 0.0 

【検査実施結果(県)】 預託実効線量（おおむね一生涯に体内から受けると思われる内部被ばく量）

1ミリシーベルト未満 1ミリシーベルト 2ミリシーベルト 3ミリシーベルト

250,250人 14人 10人 2人

ホールボディカウンターによる内部被ばく検査

甲状腺検査

基本調査

県民の健康

県民健康調査

・自記式質問票 約27.1％（H27.3月末現在）

（回答者数556,917人/対象者2,055,339人）

＜外部被ばく線量推計結果＞

【全県分】 0～2ミリシーベルト未満の割合 93.8%

<参考>福島県外３県
における甲状腺

有所見率調査結果

18歳以下の県民の医療費無料化

子どもの健康を守り、県内で安心して子どもを生み、育てやすい環境づくりを進めるため、子育て支援策として、
医療費助成の年齢拡大を行い、平成24年10月から１8歳以下の県民の医療費無料化を実施。

【出典】環境省報道発表資料

・ A1、A2判定は次回（平成26年度以降）の検査まで経過観察。

・ B、C判定は二次検査を実施。（先行・本格検査共通）

・ A2判定の判定内容であっても、甲状腺の状態等から二次検査を要する
と判断した方については、B判定としている。（先行・本格検査共通）

・二次検査（2,034人結果確定）で、悪性ないし悪性疑い112人。（手術実施
99人：良性結節1人、乳頭癌95人、低分化癌3人）

県民の心身の健康を見守り、将来にわたる県民の健康の維持、増進を図ることを目的とした「県民健
康調査」に取り組み、県民の被ばく線量の推計や甲状腺検査などを実施しています。

※県ではホールボディカウンター22台体制（平成27年5月現在）で検査をしています。

内部被ばく検査の様子

のう

のう

のう

＜先行検査＞（平成23～25年度）

震災時18歳以下の子どもを対象とした現状
確認のための検査。受診者数 約30万人
（平成27年3月末現在）

＜本格検査＞（平成26年度～）

先行検査と比較するための2回目の検査。
平成24年4月1日までに生まれた方まで対象者を拡大
して実施する。対象者が20歳までは2年ごと、それ以降
は5年ごとに検査を継続。

平成23年3月11日時点での県内居住者（2,055,339人）を対象

震災時に概ね18歳以下等の約38万人を対象

（被ばく線量の推計）

（H27.3月末現在）

県実施分の累計検査人数
250,276人

（平成23年6月～平成27年5月）

甲状腺検査の様子

※原発事故発生直後から7/11までの4か月間の外部被ばく線量を推計

＜対象地域＞
青森県弘前市
山梨県甲府市
長崎県長崎市

＜調査対象者＞

3～18歳の者
4,365人

＜調査結果＞

【A1】1,853人(42.5%)
【A2】2,468人(56.5%)
【Ｂ】 44人( 1.0%)
【Ｃ】 0人(  0.0%)

・ A1、A2判定は次回（平成28年度以降）の
検査まで経過観察。

・二次検査（491人結果確定）で、悪性ないし
悪性疑い15人。（手術実施5人:乳頭癌5人）

①放射線医学県民健康管理センター

②先端臨床研究センター

③先端診療部門

④教育・人材育成部門

⑤医療－産業トランスレーショナルリサーチセンター
→治療薬・診断薬の開発支援と産学官共同研究

場所 福島市（県立医科大学）

完成 平成28年度予定

＜進捗状況等＞

H26～27：建設工事等
H28    ：全面稼働予定イメージ

放射線医学に係る最先端の研究・診療拠点整備

将来にわたり県民の健康を守るため、放射線医学に係る最先端の研究・診療拠点を整備します。

福島市福島市

イメージ

構想 設計 着工 完成

５
つ
の
機
能
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また、試験操業によって販売される漁獲物については、国の基準よりも厳しい自主基準
（５０Bq/kg［国基準：１００Bq/kg］）設け、放射性物質の検査を行っています。

食品の安全・安心に向けた取組

農地等の除染

表土の削り取り 反転耕 樹皮の洗浄

県産農林水産物のモニタリング等状況 （平成26年4月1日～27年3月31日） ※「玄米」のみ､平成26年8月21日～平成27年7月23日

◆県内全域の全ての米袋を検査

◆生産者団体等の検査機器導入に対する補助
検査結果をHP等で公

表。基準値を超えたもの
は、流通させません！

あんぽ柿非破壊検査機

検査済みの玄米を使用したお米
（精米）の袋にはシールを貼って
確認できるようにしています。

ベルトコンベア式検査機

１袋ずつ検査

県産農林水産物は、出荷前に検査を実施しています。基準値を超過した場合には、品目ごとに市町村単位で出荷が制限される
ため、流通している農林水産物は安全性が確認されています。

粉砕せずに
検査可能

福島県の沿岸漁業及び底引網漁業は、現在操業自粛を余儀なくされていますが、２万件
を超えるモニタリングの結果から安全が確認されている魚種もあり、これらの魚種（平成27
年6月30日現在で ）に限定した「試験操業」を行っています。

◆漁業における試験操業

食品中の
放射性セシウムの新基準

基準値を超える放射性物質を含む食品を流通させないため、農地の除染はもちろん、検査体制も強化
し安全を確認しています。特に主食であるお米については、県内全域で生産・出荷される全ての米袋を
検査し、基準を満たした米袋には検査済ラベルを貼付しています。
また試験操業で水揚げされた水産物をより安全に流通させるため、漁協等が行う自主検査に対し検査
技術の指導を行うとともに、生産者、流通業者等と効率的な検査体制の構築について協議しています。

試験操業による水揚げ 放射性セシウムの検査魚体の測定･前処理

（Bq/kg）

「ふくしま新発売。」HP
http://www.new‐fukushima.jp/

検査結果
を公表

※平成27年6月末現在（除染特別地域を除く）。

0 10,000 20,000 30,000

計画数

発注数

進捗数

農地(水田＋畑地＋樹園地＋牧草地：ha)

25,606(75.6%)

28,810(85.1%)

33,868

種別 検査数 基準値超過数 超過数割合

玄米（H26年産） 約1,100万件 2件 0.00002%

野菜・果実 5,850件 0件 0.00%

畜産物 4,867件 0件 0.00%
栽培きのこ 835件 0件 0.00%
山菜・野生きのこ 729件 25件 3.43%
水産物 9,688件 75件 0.77%

基準値
超過なし

 一般食品 100

 牛乳 50

 乳児用食品 50

 飲料水 10

全量全袋
検査
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福島復興再生特別措置法による課税の特例 ふくしま観光復興促進特区によ

る課税の特例

製造業等 農林水産業等 観　光

県内59市町村の工業団地等

（1,348カ所）

県内53市町村の農業振興地域

（一部除く）、漁港を中核として

産業集積が図られる区域等

県内51市町村の温泉地の観

光施設等

目 的 事業再開・継続の支援、新規立地の促進 産業復興・企業立地促進 農山漁村の再生 観光の再生

内 容

① 機械・装置、建物等の投資に係る特別

　　償却又は税額控除

② 被災雇用者に対する給与等支給額の

　　２０％を税額控除

③ 施設・設備の新増設による事業税、不

　　動産取得税、固定資産税の課税免除

　　等（※①の指定を受けた場合のみ）

認 定

件 数

    既存事業者 2,775件

    新規事業者    24件
 1,106件
（雇用予定数34,357人）

 74件
（雇用予定数 687人）

H27.3.26 認定

対象

区域

等

　避難解除区域

　避難指示解除準備区域

　居住制限区域

① 新規立地新設企業の法人税を実質５年間無税

② 機械・装置、建物等の投資に係る特別償却又は税額控除

③ 被災雇用者に対する給与等支給額の１０％を税額控除

④ 開発研究用減価償却資産の即時償却及び１２％税額控除

⑤ 施設・設備の新増設による事業税、不動産取得税、固定資産税の課税免除等

 （※①、②、④の指定を受けた場合のみ）

ふくしま産業復興投資促進特区による課税の特例

いわき

相双

県北

県中

県南

会津

南会津

４３ ５３

１２１

６１
５

７５

７５

立地補助金による企業立地支援

４,９８７人の
雇用創出見込み

県内に工場等を新設又は増設する企業を支援し、
生産規模の拡大と雇用を創出します。

課税の特例措置（優遇税制）による企業立地支援

平成27年3月現在

433社を指定

【出典】福島県商工労働部調べ

福島県内の工場[敷地面積1,000㎡以上]新･増設状況

※県工業開発条例に基づく設置届出件数

県内で工場の新増設の動きが急増

太陽光関連部品製造

須賀川市 新設

繊維工業、化学工業 他

いわき市 増設

自動車関連部品製造

田村市
増設

医薬品原薬製造

広野町
増設

電気機械器具製造

南相馬市 増設

加工紙製造

伊達市
増設

パルプ・紙・紙加工品製造

福島市 新設

ランドセル製造

会津若松市 新設

電気計測器製造

郡山市 新設

0

20

40

60

80

100

120

H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26

22  24  33  43  49 
23  13 16 

34 
60  56 

35 
32  43 

55 
60  51 

52 

10 26 
18 

42  46 

35 

増設

新設

県内産業の復興や企業立地の促進等を図るため、税制上の特例措置を講じています。

特例措置

津波や原子力災害により、甚大な被害があった地域の産業復興を加速するため、工場等を新設又は増設する
企業を支援し、新たな雇用や経済波及効果等を創出します。

５４
６７

８８

１０３１００

７５

２３

４２
５２

１０２ １０２

福島県を事業実施場所としている企業 第１～4次公募採択累計 １８1社

（７次指定日現在）

（累計採択金額）

７０

避難解除等区域 県内全域

H27
6.30

H27
6.30

H27
6.30

（平成２７年４月現在）
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研究開発・産業創出拠点の整備

再生可能エネルギーの推進

福島県の復興・再生には、単なる復旧にとどまらない先導的な取組が必要であることから、
現在、各種研究開発・産業創出拠点の整備を進めており、復興の推進力としていきます。

小名浜太陽光プロジェクト

出力 １８，４００キロワット

完成 稼働中

郡山布引高原風力発電所

出力 ６５，９８０キロワット

完成 稼働中

グリーン発電会津
木質バイオマス発電所

出力 ５，７００キロワット

完成 稼働中

柳津西山地熱発電所

出力 ６５，０００キロワット

完成 稼働中

会津若松市会津若松市 郡山市郡山市 いわき市いわき市

柳津町柳津町

沿岸部大規模太陽光発電事業
場所 南相馬市

出力 ７０，０００キロワット

完成 平成29年運用開始予定

2040年頃には、県内エネルギー需要の
100％相当量を再生可能エネルギーで生み
出すことを目標に再生可能エネルギーの
導入拡大を進めるとともに、拠点整備等を
通じて関連産業の集積・育成を図ります。

提供：東北電力株式会社

提供：株式会社グリーン発電会津 提供：J-POWER／電源開発株式会社 提供：三菱商事株式会社

ふくしま復興・再生可能エネルギー
産業フェア（ＲＥＩＦふくしま）２０１５

再生可能エネルギー関連企業による製品・
部品等の展示や取引商談会、各種セミナー
等からなる展示会を10月28日、29日に開催。

ドイツNRW州やデンマークとの連携

県では、ドイツＮＲＷ州（ノルトライン＝
ヴェストファーレン州）の環境省や
デンマーク大使館と、再生可能エネルギーや
省エネルギー分野における連携の覚書を締結しています。

これらの分野に関する両地域の先進的な知見を生かし、本
県における再生可能エネルギーの導入や関連産業の集積を
目指していきます。

浮体式洋上風力発電システムの安全性、信
頼性、経済性を検証。研究開発等の拠点を形
成し、風力発電関連産業の集積を目指す。

場所 広野・楢葉沖

完成 [第一期] 2メガワット風車
平成25年11月11日より運転開始

[第二期](H26～H27)
･7メガワットの浮体式風車(全高約200m)
を小名浜港で組立作業終了（H27.7)
･5メガワット浮体式風車を整備予定

福島空港メガソーラー

出力 １，１９１キロワット

完成 稼働中

須賀川市須賀川市

県民参加型ファンドを活用

国立研究開発法人産業技術総合研究所が、

再生可能エネルギーの研究開発拠点を整備。

大型ﾊﾟﾜｰｺﾝﾃﾞｨｼｮﾅ試験評価施設を整備中。

場所 郡山市（郡山西部第二工業団地）

完成 平成26年4月1日開所

＜進捗状況等＞
構想 設計 着工 完成

（昨年は過去最多の170団体285小間が出展）

＜再生可能エネルギー導入目標＞

提供：（国研）産業技術総合研究所

郡山市郡山市

デンマーク大使との覚書締結

提供：福島洋上風力コンソーシアム広野・楢葉沖広野・楢葉沖
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産業再生と集積の促進

2013年医療機器生産額
１,２４５億円
（全国３位）

2013年医療機器
受託生産額

３５２億円
（全国１位）

2012年医療用機械器具の
部品等生産金額

１３３億円
（全国１位）

＜医療機器生産金額＞［単位：億円］

福島県は、震災前から全国有数の医療
機器・部品の生産県であり、さらなる一
大拠点化を目指し、産業振興・雇用促進
に繋げていきます。

イメージ

福島県の水産業振興に向けた調査研究の
ための拠点を復旧整備。

場所 相馬市（(株)ADEKA相馬工場敷地内）

完成 平成29年度開所予定

＜進捗状況等＞

H26～：建設工事等
H29 ：年度中の開所を目指す

構想 設計 着工 完成

医療機器の開発から事業化までの一体的
な支援を行うため、大動物を活用した安全
性評価や医療従事者の機器操作トレーニ
ング等を実施する拠点を整備。

場所 郡山市（旧農業試験場跡地）

完成 平成28年度の開所を目指す

＜進捗状況等＞

H26～28：建設工事等
H28 ：開所予定

郡山市郡山市 イメージ

医療界と産業界の橋渡し役として、がんを中
心とした新規治療薬・診断薬・検査試薬など
の創薬拠点を整備。

場所 福島市（県立医科大学）

完成 平成28年度予定

再掲（８ページ）
イメージ

福島市福島市

相馬市相馬市

会津若松市会津若松市

イメージ

提供：会津大学

ＩＣＴを利活用した地域産業振興を担う企業
の集積や人材育成に取り組むとともに、先
端ＩＣＴ研究を推進し、新たなＩＣＴ産業を創出
するための研究開発拠点を整備。

場所 会津若松市（会津大学）

完成 平成27年供用開始予定

＜進捗状況等＞

H26：建設工事等
H27：供用開始予定

構想 設計 着工 完成

避難地域等の営農再開、農業再生に向けた
調査研究のための拠点を整備。

場所 南相馬市（旧萱浜ニュースポーツ広場）

完成 平成27年度開所予定

＜進捗状況等＞

H26～H27：建設工事等
H27     ：年度中の開所を目指す

南相馬市南相馬市

県内企業の有する優れた技術を世界に向けて発信するため、
世界最大の医療機器関連見本市である「MEDICA/COMPAMED」に
出展する企業を支援しています。

毎年１１月にドイツのデュッセルドルフにて開催される

世界最大の医療機器製品・関連技術見本市。

世界１００カ国以上から約１３万人の医療従事者、

バイヤー、メーカーが来場し、活発な商談が行われます。

イメージ

【 MEDICA/COMPAMED 】
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県では、 ドイツＮＲＷ州（ノルトライン＝

ヴェストファーレン州）の経済・エネル
ギー・産業省と、医療機器分野における
ビジネス交流を実施しています。

平成２６年９月１日には覚書を締結し、

本県企業群の優れた技術を同州に発
信することが可能になるとともに、医療
機関や研究機関同士の共同研究など、
様々な交流が図られ、医療機器産業の
さらなる発展が期待されます。

ドイツNRW州等との連携

構想 設計 着工 完成
構想 設計 着工 完成
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福島県復興計画と平成27年度当初予算の概要

農林水産業再生

ふるさとで働く：2,276億円（産業振興・雇用創出等）

安全・安心を提供する取り
組み、農業・森林林業・水
産業の再生、区域見直しに
伴う対応

619億円

中小企業等復興

県内中小企業などの振興、
企業誘致の促進、新たな時
代をリードする新産業の創
出、区域見直しに伴う対応

1,450億円

再生可能エネルギー
推進

再生可能エネルギーの導入
拡大、研究開発拠点との連
携、関連産業の誘致、県内
企業の参入・取引支援、再
生可能エネルギーの地産地
消の推進

96億円

医療関連産業集積

医療福祉機器産業の集積、
創薬拠点の整備

111億円

環境回復

安心して住み、暮らす：4,010億円（除染・健康管理等）

2,515億円

生活再建支援

県内外の避難者支援、帰還
に向けた取り組み支援、帰
還後の生活再建支援、長期
避難者などの生活拠点の整
備、長期にわたり避難して
いる方への支援

866億円

県民の
心身の健康を守る

県民の健康の保持・増進、
地域医療などの再構築、最
先端医療提供体制の整備、
被災者などの心のケア

396億円

未来を担う
子ども・若者育成

233億円
除染の推進、食品の安全確
保、廃棄物などの処理、環
境回復の研究機能などを備
えた拠点の整備

日本一安心して子どもを生
み、育てやすい環境づく
り、生き抜く力を育む人づ
くり、ふくしまの将来の産
業を担う人づくり

人口減少・高齢化対策 1,491億円
人口減少・高齢化の影響の軽減、
人口の県外流出の抑制、
出生数の回復等の取組みなど

県政史上最大の規模となった平成27年度当初予算は、その半分以上を東日本大震災と原子力災害から

の復旧・復興に充てています。ロボット産業の集積や風評対策、結婚から子育てまでの総合支援など、

真の復興に向けた様々な課題に果敢に挑戦し、ふくしまの未来を拓くための取組を進めていきます。

ふくしま・きずなづくり

まちをつくり、人とつながる：1,868億円（きずなづくり・復興まちづくり等）

県内外避難者やふくしまを
応援している人とのきずな
づくり、復興へ向けた取り
組みや情報の発信、避難し
ている方とのきずなの維持

63億円

ふくしまの観光交流

観光復興キャンペーンの実
施、教育旅行の再生など観
光と多様な交流の推進

12億円

津波被災地等
復興まちづくり

総合的な防災力向上、地域
防災計画などの見直し、防
災意識の高い人・地域づく
り、土地利用の再編や復興
のまちづくり計画策定およ
び実施

1,247億円

県土連携軸・交流
ネットワーク基盤強化

「浜通り軸」の早期復旧・
整備、生活支援道路の整備、
道路ネットワーク構築、物
流・観光の復興を支える基
盤の整備、JR常磐線・只見
線の早期復旧、広域的な連
携・連絡体制の構築

546億円

平成27年度
当初予算

うち、震災･原子力災害対応分
1兆287億円

福島県復興計画（第２次）

再掲事業
を含む

復興計画では、本県の復旧・復興のための特に重要な取組を１２の重点プロジェクトとして位置付け、重点的に事業を推進しています。

【 基本理念 】

・原子力に依存しない、安全・安心で持続的に発展可能な社会づくり

・ふくしまを愛し、心を寄せるすべての人々の力を結集した復興

・誇りあるふるさと再生の実現
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